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1923年 9 月 1 日関東大震災では主に焼失447,000戸
余，全半壊254,000戸に及ぶが，建築設備の被害には特
































表 1847年～1995年 兵庫南部地震の間の M＝7.0以上の地震と被害概要
年 月/日 地震 M 死者 地震原因 被害の概要
1943 9/10 鳥取 7.2 1083 内陸の活断層 鳥取市中心。鹿野と吉岡に断層
1944 12/7 東南海 7.9 1223 南海トラ 静岡，愛知，三重。津波被害あり
1946 12/21 南海 8 1330 南海トラ 中部以西の各地。静岡～九州に津波
1948 6/28 福井 7.1 3769 内陸の活断層 全壊36184，半壊11816，焼失3851
1952 3/4 十勝沖 8.2 28 日本海溝 北海道南部，東北北部
1964 6/16 新潟 7.5 52 日本海溝 新潟，秋田，山形，噴砂水，道路。津波
1968 5/16 十勝沖 7.9 52 日本海溝 青森を中心に，東北，北海道南部。RC 造被害
1978 1/14 伊豆大島近海 7 25 その他のプレート内 前震活動あり
1978 6/12 宮城県沖 7.4 28 日本海溝 全壊1183，道路損壊，山崖崩れ，建築設備被害大
1983 5/25 日本海中部 7.7 104 その他のプレート内 秋田県中心，道路・JR 線路，津波
1993 1/15 釧路沖 7.8 2 その他のプレート内 釧路で震度 6，深さ103 km
1993 7/15 北海道南西沖 7.8 230 その他のプレート内 寿郡，江差で震度 5，津波10 m を超える
1994 10/4 北海道東方沖 8.1 ― その他のプレート内 釧路で震度 6，北方四島
1994 12/28 三陸はるか沖 7.5 2 日本海溝 八戸で震度 6，建物崩壊ある
1995 1/17 兵庫県南部 7.3 6430 内陸の活断層
震度 7，建物（木造，RC 造等）崩壊，道路，JR 高架橋など崩
壊。住宅全半壊24万戸以上，全半焼6000戸以上，不明 3，傷 4
万以上
2000 10/6 鳥取県西部 7.3 ― 陸域横ずれ断層（活断層） 震度 6 強，傷182，住家全半壊3532
2001 3/24 芸予 6.7 2 プレート内部の正断面型 傷288，住家全半壊844
出典平成16年 4 月 理科年表を参照した。

























































































































































































































































































気象庁震度階級 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7
地表加速度（参考)
（2 種地盤の標準地盤のとき) 25 80 150 250 330 400 500[ガル]
地震の大きさ ← 小地震 →|← 中地震 →
← 大地震 →
)(巨大地震)*
再来予想表現 度々起きる たまに起きる まれに起きる ごくまれに起きる
再現期間 10年 20年 30年 50年 100年 200年 500年 1000年










無被害 軽損 中損 重損あり












無被害 軽 損 中 損 重損あり ×


































関しては，本学，理工学研究所報告第 8 号（平成 7 年 9
月）28頁～44頁に記載した。これによって，被害の概
要は 8 割程度理解できる。これに関する引用文献はそ

































適 用 項 目
S グレード A グレード
備 考大 地 震






1 主設備機械室の低層化配置 ◎ ○
建築意匠系及び構造系と
打合せ必要。
2 重量機器の低層階と床置配置（高層水槽不採用等） ◎ ○
3 屋上配管の回避（床下配管設置）（最上階天井部配管等） ◎ ○
4 重要用途室内上部配管の回避 ◎ ○
5 建物エキスパンションジョイント部，通過配管の低層化設置 ◎ ◎
6 重要機器の複数分割・予備機設置（設備システムと同様の配慮） ◎ ○ ―
レベル 1 2 3

















9 建物導入配管の可とう継手設置（簡易トレンチ形状も考慮） ◎ ◎
10 屋外・湿潤部に SUS ボルト・ナット設置（防錆対応措置） ◎ ◎
11 コンクリート基礎を構造躯体と一体化 ◎ ◎
12 重要機器はコンクリート基礎に固定設置（防振付機器の不採用） ◎ ○
13 設備機械室・電気室への浸水防止措置 ◎ ◎
14 二次災害防止措置 ◎ ◎
15 天吊機器の斜め材付耐震支持材設置 ◎ ◎
各設備種目に対しては，省略した。






































































































15) 空気調和・衛生工学会会誌，第70巻 3 号，同 4 号，同 5









ルシート改訂 2 版，オーム社，2003. 6.
19) 日本建築学会1978年宮城県沖地震災害調査報告，
1980. 2.
20) 日本建築学会1983年浦河沖地震及び1983年日本海沖地
震・災害調査報告，1984. 12.
21) 日本建築学会1989年ロマプリータ地震災害調査報告，
丸善，1991. 7.
22) 日本建築学会・ロマプリータ地震被害調査団（団長，木
内俊明）1989年ロマプリータ地震被害調査報告書，
1990. 4.
23) 日本建築学会1993年釧路沖地震災害調査報告，1993年
北海道南西沖地震災害調査報告，丸善，1995. 8.
24) 1994年ノースリッジ地震災害調査報告，丸善，1996. 3.
